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年齢別人口構成の推移

（出典）１９７５年、１９９５年は「国勢調査」、２０２５年は「日本の将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所、平成９年１月推計）による。
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　1995年までの計数は「人口動態統計」による実績値であり、1996年以降の計数は「日本の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所、
1997年1月推計）」による推計値である。
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家計（個人企業を含む）資産残高（実質）の推移
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○ 相続税の階級別の課税状況等

平 成 ９ 年 分 法定相続人員別の被相続人の件数

課 税 価 格

件 数 平 均 納 付 平 均 法 定 相 続 人 件 数

階 級 区 分 課税価格 納付税額 合 計

件 数 累積割合 纊 税 額 褜 褜／纊 １ 人 ２ 人 ３ 人 ４ 人 ５人超 なし

件 ％ 万円 億円 万円 ％ 件 件 件 件 件 件 件

1 億 円以下 7,414 15.3 8,568 87 117 1.4 7,414 1,331 2,481 2,576 998 - 28

1 億 円超 21,464 59.4 14,177 1,145 533 3.8 21,464 945 3,275 6,476 5,754 5,000 14

2 億 円超 8,218 76.3 24,340 1,559 1,897 7.8 8,218 231 966 2,247 2,222 2,547 5

3 億 円超 6,016 88.7 38,106 2,792 4,640 12.2 6,016 138 629 1,598 1,640 2,007 4

5 億 円超 2,328 93.5 58,730 2,238 9,612 16.4 2,328 45 258 524 657 843 1

7 億 円超 1,457 96.5 83,127 2,329 15,983 19.2 1,457 34 129 315 393 586

10 億 円超 1,293 99.1 135,981 4,153 32,118 23.6 1,293 29 102 246 367 549

20 億 円超 421 100.0 362,357 4,977 118,226 32.6 421 4 28 76 121 192

合 計 48,611 28,457 19,278 3,966 13.9 48,611 2,757 7,868 14,058 12,152 11,724 52

（備 考）⼨ 「国税庁統計年報書」による。

⼨ 当初申告ベースの計数であるため、「相続税の課税状況の推移」の計数( 修正申告等を含む。) と一致しない。
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・千代田区外神田3丁目
・相続財産は事業用土地200㎡とその他の財産
  1億4,871万円（昭和62年分の税務統計による
  課税実績から推計）

・相続人は配偶者と子３人(法定相続分で相続）

（  ）は、路線価（万円／㎡）である。
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小規模宅地等の相続税の課税の特例の概要 

 
 

  
           内 容 
区   分 
 

土地等の価額の減額割合 適用対象面積 

事業を継続 ８０％ ３３０㎡まで 
事業用宅地 

事業を継続せず ５０％ ２００㎡まで 

居住を継続 ８０％ ２００㎡まで 
居住用宅地 

居住を継続せず ５０％ ２００㎡まで 

不動産貸付、駐車場等 
に利用されている宅地 

５０％ ２００㎡まで 

 
（注）小規模宅地等が事業用宅地（事業を継続）とそれ以外のものとがある場合には、適用対象面積の調整がある。 



○ 農地等についての贈与税及び相続税の納税猶予の特例の仕組み

① 贈 与 税

( 農業を営む個人 )

農地の全部, 採草放牧地及び準農地の2/3 以上

を一括生前贈与

( 後 継 者 )

贈与税の計算

申告期限( 贈与の翌 贈与税の全額を

年 2月 1日～ 3月15 納税猶予

日 )内に申告

( 贈与者 (親) が死亡したとき )

贈与を受けた農地等は相続により取得したものとみなす。

死亡の時の価額で相続税の計算［贈与税の猶予税額を免除］

② 相 続 税

（農地の相続人) 農地, 採草放牧地及び準農地を相続した者

相続税の計算
○農業投資価格分の農地と農地以外の

申告期限（相続後10ヶ月） 財産に対応する相続税꠼直ちに納付

内に申告 ○農業投資価格を超える農地価額に対

応する相続税꠼納税猶予

○この農地の相続人が死亡したとき

○推定相続人に一括生前贈与したとき 〔納税猶予額の免除〕

○申告期限から20年を経過したとき（都市営農農地

等について特例の適用を受けている者を除く。）



○ 贈与税の仕組み

受 贈 財 産 額 課 税 財 産 額 算 出 税 額 納 付 税 額

そ の 年 中 に
税 率 （－ ）外国税額控除

贈 与 に よ り 基礎控除 60万 円

取 得 し た 財

産 の 合 計 額 贈与税の超過累進税率

（－ ）非課税財産 10％ 150万円以下

イ 法人からの受贈財産 15 150万円～ 200万円

（所得税課税 一時所得） 20 200万円～ 250万円

ロ 扶養義務者相互間の生活費又は 25 250万円～ 350万円

教育費に充てるための受贈財産 30 350万円～ 450万円

（－ ）特別障害者に対する贈与税の非課税 35 450万円～ 600万円

（信託受益権 最高 6,000万円) 40 600万円～ 800万円

（－ ）贈与税の配偶者控除 45 800万円～ 1,000万円

（居住用不動産 最高 2,000万円) 50 1, 000万円～ 1,500万円

55 1, 500万円～ 2,500万円

60 2, 500万円～ 4,000万円

65 4, 000万円～ １億円

70 １億円超



○ 贈与税の課税状況の推移

区 分 課 税 価 格 贈 与 税 額 課 税 最 低 限
件 数 (A)

年 次 合 計 額 (B) １件当たり金額 税 額 (C) １件当たり金額 (C) ／ (B) 基 礎 控 除 配偶者控除

件 億円 千円 百万円 千円 ％ 万円 万円
昭和 62 年 505,667 14,185 2,805 180,875 358 12.8 60 1,000

63 459,789 11,098 2,414 128,514 280 11.6 〃 2,000

平成 元 年 527,756 21,421 4,072 292,620 554 13.6 〃 〃

２ 583,693 25,684 4,400 343,013 588 13.4 〃 〃

３ 573,155 20,593 3,593 239,204 417 11.6 〃 〃

４ 541,503 16,471 3,042 161,881 299 9.8 〃 〃

５ 554,696 17,484 3,152 159,768 295 9.1 〃 〃

６ 529,657 15,266 2,882 131,233 248 8.6 〃 〃

７ 520,701 14,570 2,798 124,143 238 8.5 〃 〃

８ 512,070 14,586 2,848 133,454 261 9.1 〃 〃

９ 486,958 14,129 2,901 129,939 267 9.2 〃 〃

（備考）ႈ この表の計数は、「国税庁統計年報書」による。

ႈ 件数は、財産の贈与を受けた者のうち申告等のあった者の数である

ႈ 贈与税額には、納税猶予適用分を含まない。






